様式６

介護給付費算定に係る体制等状況表記入上の注意事項等

	提供サービス

	１５　通所介護


１　事業所所在地以外の場所で一部事業を実施する出張所等がある場合、当該出張所の状況について

は様式40により作成すること。

２　記載にあたっては、それぞれの項目欄の該当する番号について□欄にチェック（☑又は■）すること。

３　「施設等の区分」は、通所介護の利用延人員確認表（別紙100）に記入した結果判明した区分を選択すること。

４　「地域区分」は、事業所の所在地が下表のいずれに該当するかを確認し、「６級地」「７級地」

「その他」のいずれかについて□欄にチェック（☑又は■）すること。

	区分
	市町名

	６級地
	静岡市

	７級地
	浜松市、沼津市、三島市、富士宮市、島田市、富士市、磐田市、焼津市、掛川市、

藤枝市、御殿場市、袋井市、裾野市、函南町、清水町、長泉町、小山町、川根本町、森町

	その他
	上記以外の市町


５　添付書類（算定する場合に添付が必要な書類。下記に記載のない届出項目は添付書類不要）

・従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表（別紙７）又はこれに準ずる書面の提出が必要な加算項目が複数ある場合は、１枚の書面に全ての要件を記載していただくことで足りるものとする。

	届出項目
	添付書類

	施設等の区分
	・通所介護の利用延人員確認表（別紙100）

	生活相談員配置等加算
	・生活相談員配置等加算に係る届出書（別紙21）

・従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表（別紙７）又はこれに準ずる書面

・生活相談員の職務に従事する者の資格証の写し

	入浴介助加算
	・浴室の平面図及び入浴設備の写真又は説明書等

・入浴介助に関する基本的な知識及び技術を習得する研修を実施又は実施することがわかる資料等

	中重度者ケア体制

加算
	・中重度者ケア体制加算に係る届出書（別紙22）

・利用者の割合に関する計算書（中重度者ケア体制加算）（別紙22－2）

・従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表（別紙７）又はこれに準ずる書面

・各日ごとの利用者見込み数を確認できる書類

　※従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表（別紙７）又はこれに準ずる書面に、利用者見込み数も記載する場合は省略可

・看護職員の資格証の写し

	個別機能訓練加算
	＜加算Ⅰイ・Ⅰロ共通＞

・従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表（別紙７）又はこれに準ずる書面

・機能訓練指導員の職務に従事する理学療法士等の資格証の写し

	認知症加算
	・認知症加算に係る届出書（別紙23）

・利用者の割合に関する計算書（認知症加算）（別紙23－2）

・従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表（別紙７）又はこれに準ずる書面

・各日ごとの利用者見込み数を確認できる書類

　※従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表（別紙７）又はこれに準ずる書面に、利用者見込み数も記載する場合は省略可

・認知症介護指導者研修、認知症介護実践リーダー研修又は認知症介護実践者研修等を修了したことを証する書面

	栄養アセスメント・栄養改善体制
	・従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表（別紙７）又はこれに準ずる書面

・管理栄養士の資格証の写し

	口腔機能向上加算
	・従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表（別紙７）又はこれに準ずる書面

・言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員の資格証の写し

	サービス提供体制

強化加算
	＜加算Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ共通＞

・サービス提供体制強化加算に関する届出書（通所介護、（介護予防）通所リハビリテーション、地域密着型通所介護、（介護予防）認知症対応型通所介護）（別紙14－3）

・要件を満たすことを証する書類（別紙14－3の備考欄を参照）

・介護福祉士の資格証の写し（加算Ⅲは介護福祉士等の状況で算定する場合のみ）

	介護職員等処遇改善加算
	加算の算定については、別に「介護職員等処遇改善計画書の提出」が必要です。

	割引
	・指定居宅サービス事業者等による介護給付費の割引に係る割引率の設定について（別紙５）


　　注１　当該サービスについて「社会福祉法人軽減事業」を開始する場合は、別途「社会福祉法人等による利用者負担軽減申出書」を提出すること
